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（28年４月施行の改正障害者法関係指針制定
に）合理的配慮の提供義務の具体的事例示す
／（青少年の雇用促進図る法案上程へ）新卒求
人を不受理とする職業安定法の特例を創設／
（厚労省・介護補償給付額を改定）常時介護の
最高限度額を月額10万4570円に引上げ／ほか

●NEWS ────────────── 1

●連載　労働スクランブル○211（労働評論家・飯
田康夫） ─ 40●労務資料　平成26年賃金構造
基本統計調査結果②～一般労働者の賃金～ 
─ 42●わたしの監督雑感　兵庫・但馬労働
基準監督署長　中川望 ─ 54●編集室 ─ 56

＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!

労務相談室
〔所定休日にアパート敷地内駐車場で転倒〕出勤予定あったが通災か ─ 48
〔60歳の嘱託社員に年金請求書が届く〕請求せずともよいか ───── 50
〔退職者が会社ＨＰの本人写真削除を要求〕集合写真も削除必要か ── 52

労災保険法

社 会 保 険

個 人 情 報

弁護士・岡村光男
特定社労士・飯野正明
弁護士・加藤彩

回答者

── ６集中連載

今年10月から、①日本国内に住民票を有する全住民に個人番号（マイナンバー）、②日本国内に設立登記のある法人及び日
本国内で税務上の義務を負う外国法人等に法人番号――が通知される。そして、来年１月からは、社会保障、税及び災害
対策の行政手続において個人番号などの利用が順次開始される。この連載では、弁護士・弁理士であり、労働法はもとよ
り、知的財産法、個人情報保護法にも詳しい野中武氏にマイナンバー法等について民間事業者に想定される実務的な対応
方法などを解説してもらう。

来年１月から社会保障や税などの
手続で順次マイナンバーが必要に

マイナンバー法《民間企業に求められる実務対応》
第１回　マイナンバー法と社会保障・税番号制度

（弁護士・弁理士　野中 武（野中法律事務所））

──────── 22

違法な行政指導は
中止等を求めることが可能に
（弁護士・森井利和＆特定社会保険労務士・森井博子）

〈第８回〉改正行政手続法と労基署の行政指導をめぐる問題

●弁護士＆元監督官がズバリ解決！
　～労働問題の「今」～

──────────── 32●企業税務講座

ＮＩＳＡはじめ改正多数
第52回　平成27年度 税制改正大綱 ②

（弁護士・橋森正樹）

────────── 38●労働局ジャーナル

〔栃木労働局管内・日光労働基準監督署〕

ワークショップ発の事例資料を作成し
「声かけ運動」等による過重労働解消を提案

─── 39●レポート／「明日の障がい者雇用」

（編集部）

共に働くことが当たり前の未来社会に向け
障がい者雇用を考えるシンポジウムが開催

これからの未来にむけて、これからの障がい者雇用を考える

新
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★お近くの書店、または下記フリーFAX、労働調査会ホームページよりお申し込みください

　本書は、「問題社員」をテーマに、個別具体的に問題社員対応
の実務を、労働法専門弁護士19名が、上下巻合わせて230類型、
解説しています。最近は、SNSを利用したいわゆる「炎上」トラ
ブルや、インターネット掲示板のトラブル等、ITを利用した問題
社員類型も現れており、インターネットの即時に被害が広がる性
質から、迅速な対応が求められています。また、メンタルヘルス
による休職にもとづくトラブルも増加傾向にあります。本書は、
いわゆる身だしなみやセクハラ等の「古典的」な問題社員から、
ITトラブルなどの「現代型」問題社員の対応まで、網羅的に対応
実務を紹介します。

編集代表：倉重公太朗　A５判／472頁／定価（本体2500円＋税）

目　　　次

～「問題会社」とならないための実務的処方箋
決定版！ 問題社員対応マニュアル 下決定版！ 問題社員対応マニュアル 下

問題社員の対応事例を上下巻合わせて230問掲載！
新進気鋭の労働法専門弁護士19名が徹底解説！！

編集代表：弁護士　倉重公太朗
編集：弁護士　藤田進太郎　内田靖人　近衞大　岡村光男
　　　　　　　小山博章　中山達夫　石井拓士
執筆：弁護士　高松和彦　赤堀有吾　瓦林道弘　渡辺雪彦
　　　　　　　五十嵐充　冨田啓輔　西内愛

第14章　パワハラ
Q110　部下に対して暴行する　他９Q
第15章　セクハラ
Q120　職場で性的な言動を行う、しつこく食事に誘う、

職場の飲み会で性に関する発言をする、体を触る、
ストーカー行為をする　他８Q

第16章　会社の名誉・信用毀損
Q129　SNSや掲示板を使用して、会社を誹謗・中傷する

　他４Q
第17章　秘密保持義務違反
Q134　顧客の営業に関する情報を競合他社に売り渡す

　他２Q
第18章　兼業・競業避止義務違反
Q137　夜間・休日にアルバイトをする　他３Q
第19章　IT関連
Q141　外部の掲示板に社員と思われる人間が書き込み

をしている　他８Q
第20章　普通解雇
Q150　勤務成績不良（ミスが多いなど）　他12Q

第21章　整理解雇
Q163　業績悪化に伴う賞与減額を拒否する　他７Q
第22章　懲戒解雇
Q170　会社の金銭を横領する　他３Q
第23章　退職
Q174　未消化年休を一斉消化のため業務の引き継ぎを行わ

ない　他10Q
第24章　労災・安全衛生
Q185　長時間労働する社員がいる　他５Q
第25章　男女均等・育児介護休業
Q191　育児介護休業を取得していた社員が賞与を要求する

　他４Q
第26章　非正規雇用
Q196　正社員と同じ待遇を要求する　他６Q
第27章　高年齢者雇用
Q203　定年後の再雇用を要求する　他３Q
第28章　外国人雇用
Q207　日本語の能力に欠け、雇用契約書や就業規則を理

解しない　他６Q
第29章　企業内組合
Q214　就業時間中の組合活動　他５Q
第30章　合同労組・少数組合
Q220　個人事業主と労働組合　他10Q


